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横浜市情報公開・個人情報保護審査会答申第3048号について 

横浜市情報公開・個人情報保護審査会（会長職務代理者 金子 正史）は、本日、次の

答申を行い、横浜市教育委員会が行った個人情報非開示決定は妥当であると判断してい

ます。 

 

１ 答申の件名  

「横浜市立特定特別支援学校 保管（保有）分 特定年度 職員住所録 （更新分含む全て） 特

定年月日１～特定年月日２」の個人情報非開示決定に対する審査請求についての答申 

【答申第3048号】 

 

２ 諮問までの経過等  

答申

番号 
開示請求日 決定通知日 審査請求日 諮問日 請求者 実施機関 

3048 令和３年12月６日 令和３年12月22日 令和４年１月14日 令和４年２月25日 個人 教育委員会 

 

３ 対象保有個人情報、原処分の決定内容、審査会の結論  

答申

番号 
対象保有個人情報 原処分の決定内容・主な理由（概要） 

審査会 
の結論 

 

3048 

 

 保有個人情報非開示 

原処分妥当 
「横浜市立特定特別支援学校 保

管（保有）分 特定年度 職員住所

録（更新分含む全て） 特定年月日

１～特定年月日２」（以下「本件保

有個人情報」という。） 

横浜市個人情報の保護に関する条例（平

成17年２月横浜市条例第６号。以下「旧

条例」という。）第25条第２項に該当 

当該本人開示請求に係る保有個人情報

は、横浜市行政文書管理規則第10条第４

項に規定する行政文書分類表に基づき、

保存年限（１年未満）により廃棄済みで

あり、保有していないため。 

４ 審査会の判断の要旨  

答申 
番号 

判断の要旨 

 

3048 

 

《答申に当たっての適用条例について》 

横浜市個人情報の保護に関する条例（令和４年12月横浜市条例第38号。以下「新条例」と
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いう。）が令和５年４年１日に施行されたが、本件審査請求は旧条例に基づきなされた処分

に対するものであるため、当審査会は、新条例附則第３項の規定により、旧条例の規定に基

づき審議することとする。 

《本件学校での職員住所録の作成について》 

横浜市立特定特別支援学校（以下「本件学校」という。）では、令和２年度まで、連絡及

び文書送付のために、教職員の電話番号や住所を記載した職員住所録を作成していた。 

《理由付記の不備について》 

ア 審査請求人は、本件処分に係る個人情報非開示決定通知書（以下「本件決定通知書」と

いう。）の横浜市立学校行政文書管理規則（平成12年６月横浜市教育委員会規則第12号。

以下「学校文書管理規則」という。）に係る記載の誤り、廃棄等に係る日付の不記載等が

理由付記の不備に当たると主張していると解されることから、これらについて横浜市教育

委員会（以下「実施機関」という。）に確認したところ、次のとおり説明があった。 

(ｱ) 本件学校では、教職員への文書の送付等のため、在籍する教職員の氏名、住所及び電

話番号を記載した職員住所録を年度ごとに作成している。また、横浜市教育委員会事務

局教職員人事部教職員人事課（以下「教職員人事課」という。）では、これらの情報を

記載した人事台帳を作成し、保管している。 

実施機関が令和３年12月22日付で行った本件保有個人情報の個人情報非開示決定（以

下「本件処分」という。）に係る個人情報本人開示請求書の「１ 本人開示請求に係る

保有個人情報」欄に「横浜市立特定特別支援学校 保管（保有）分 特定年度 職員住

所録」と記載されていたことから、実施機関は、本件学校で作成され、保管されていた

特定年度の職員住所録を本件保有個人情報として特定した。 

 なお、本件学校には、教職員への連絡に使用していた緊急連絡網もあったが、教職員

の住所は記載されていないことから、本件保有個人情報として特定していない。 

 (ｲ) 審査請求人は、本件保有個人情報について、本件学校の全職員が閲覧可能であった等

と主張するが、それは緊急連絡網のことである。本件保有個人情報は、校長等の限られ

た教職員しか閲覧できず、配布もそれらの者に限られていた。 

 (ｳ) 本件保有個人情報を含む本件学校の行政文書は、学校文書管理規則第10条第４項に基

づき教育長が定めた「特定年度 学校保存文書分類リスト」（以下「リスト」という。）

に従って保存期間別に分類される。 

    審査請求人は、本件学校のＩＣＴ管理規約で３か年分保存することになっていた旨主

張するが、各学校においてリストと異なる保存期間を定めることはない。 

 (ｴ) リストには職員住所録は示されていないが、本件学校では、個人の住所が記載されて

いる点で性質が近いと考えて、職員住所録をリストにある「住所変更届」（保存期間１

年未満）に分類することとした。 

    学校文書管理規則第13条第４項では、「保存期間が１年未満の行政文書の廃棄につい

ては、事務処理上不要となった時点で行う」と規定されていることから、本件学校では、

年度ごとに新たな職員住所録を作成するとともに前年度の職員住所録を廃棄していた

が、これによって不都合が生じたことはない。また、令和２年６月以降の教職員への事

務連絡は特定アプリケーションソフトウェアを介して行うこととしたことから、特定年

月日３に本件保有個人情報を廃棄したことも、学校文書管理規則に照らして問題のない

ものである。 

イ 当審査会は、以上を踏まえ、次のように判断する。 

 (ｱ) 理由付記について、旧条例第28条第１項では、「実施機関は・・・本人開示請求に係

る保有個人情報の全部を開示しないときは・・・同条・・・第２項に規定する書面にそ

の理由を示さなければならない。この場合において、当該理由は、開示しないこととす

る根拠規定及び当該規定を適用する根拠が、当該書面の記載自体から理解され得るもの

でなければならない。」と規定されている。 

 (ｲ) 当審査会において本件決定通知書を確認したところ、「５ 根拠規定を適用する理由」

欄には、「本件保有個人情報は、横浜市立学校行政文書管理規則第10条第４項に規定す
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る行政文書分類表に基づき、本件学校において、保存年限（１年未満）経過による廃棄

済みであり、保有していないため」との記載があった。 

(ｳ) この点、学校文書管理規則第10条第４項には、「それぞれの保存期間に属する行政文

書の分類は、教育長が定めて一般の閲覧に供する」と規定されており、同項に行政文書

分類表が規定されているわけではない。また、「行政文書分類表」の正しい名称は「学

校保存文書分類リスト」であるとのことなので、本件決定通知書の記載は、必ずしも正

確だったとはいえない。 

 (ｴ) もっとも、本件処分において条例第25条第２項を適用する根拠が、本件保有個人情報

を廃棄しており保有していないためであることは、本件決定通知書の記載から理解でき

る。また、廃棄の理由が保存年限の経過であること、その保存年限は学校文書管理規則

第10条第４項を根拠に定められていること等の事情も理解し得るものである。 

したがって、本件処分について、理由付記の不備があるとは認められない。 

 (ｵ) なお、職員住所録は教職員への文書の送付等に使用されるものであるから、前年度の

ものを廃棄してしまうことで、過去に本件学校に勤務していた教職員に文書を送付する

必要が生じた場合等に、実務上不都合が生じないか疑問がないではない。しかし、教職

員人事課の作成した人事台帳を必要に応じて参照できることも踏まえれば、この点に係

る実施機関の説明が不合理とまではいえない。 

また、当審査会において学校文書管理規則及びリストを確認したところ、これらに係

る実施機関の説明に矛盾はなく、そのほかに実施機関の説明を覆すに足る事情も認めら

れない。 

審査請求人はその他縷々主張するが、いずれも当審査会の判断を左右するものではない。 

 
 

※ 答申全文については、次のＵＲＬをご覧ください。 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/gyosei-kansa/joho/kokai/johokokaishinsakai/

shinsakai/toshinR5.html 

５ 条例（抜粋）  

横浜市個人情報の保護に関する条例（平成17年２月横浜市条例第６号） 

（本人開示請求に対する決定等） 

第25条  

２ 実施機関は、本人開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しないとき（前条の規定により

本人開示請求を拒否するとき、及び本人開示請求に係る保有個人情報を保有していないときを含

む。）は、開示しない旨の決定をし、本人開示請求者に対し、その旨を書面により通知しなけれ

ばならない。 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例（令和４年12月横浜市条例第38号） 

附 則 

３ 施行日前に旧条例第20条第１項若しくは第２項、第34条第１項若しくは第２項又は第43条第

１項若しくは第２項の規定による請求がされた場合における旧条例に規定する保有個人情報

の開示、訂正又は利用停止については、なお従前の例による。 

 

お問合せ先 

市民局市民情報課長 小林 且典  Tel 045-671-3881 
 


